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ア ジアNIEs工 業化 過程 の政 治 経済 学研 究(2)

その1.:工 業化過程の資本形成一 台湾 の事例か ら一

宋 立 水

且 台湾の工業化における資本形成政策 と資本形成 メカニズム

1.工 業化における資本形成政策

台湾の資本形成政策 は異 なる時期 の経済環境 及び工 業化政策 に関わ って
、そ

の政策の 目標 と内容が変化 していた。従って,台 湾のマクロ経済環境を背景 と

した上で,そ れを50年 代 ,60年 代一70年 代初期,73-80年 代初期 に分 けて時期

別に分析す ることにす る。

一.50年 代期:混 乱の収拾 と経済の復興

日本敗戦後,中 国に返還された台湾は戦争 による被害が大 きく
,植 民地時代

に建設 された工場の半分以上が破壊 されていた。 農業では38年 を100と した と

きの46年 末の米の生産量 は64,甘 蕪は38/39年 を100と して46/47年 には18に ま

で減退 していた。工 ・農共 に財 貨の供給力が著 しく低下 してい た
。他方,復 興

需要 は高 まっていた。さ らに,中 国大陸において内戦 の費用 を賄 うために国民

党政府の財政が膨張 していたので物価は高騰 していた。 インフレ率は46-48年

は年率5倍,49年 は30倍 に達 したこの時期の失業率 は6%を 上回 る高水準 に到

達 していた。

大陸を失って,台 湾に撤退 した国民党政府 にとって,最 後の砦である台湾の

社会的安定は最重要 な政策課題であ った。 インフレの克服
,経 済の復興,雇 用

問題の緩和などが この時期の政策の 目標 とな っていた。

次 にこれ らの経済政策の実行 と効果を資本形成の視点か ら分析 しよう
。
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1.イ ン フ レの克 服

40年 代 末一50年 代 初期 の台湾 のハ イイ ンフ レは市場 お よび社 会経 済 活動 に不

安 定 を惹起 し,当 時の 国民 貯蓄 に も悪 影響 を与 えた,そ のた め,台 湾 当局 は 大

陸か ら台 湾 に持 ち込 ん だ大 量 の金保 有 を もとに,幣 制 改 革,つ ま り新 台 幣 の発

行 を行 い,貨 幣 吸収 の ため,前 後100万 両 の金 を売 りだ し,そ の 上,金 預 金 の

措置,金 と外 貨 の所 有 ・持 ち出 しに対 す る規 制,贅 沢 品 の輸 入制 限 な ど新 金

融 ・財政 政 策 を実行 した 。 その 中で も経 済学 者で あ る蒋碩 傑 の高 金利 政策 の提

案 を採 用 した効 果 が最 も大 きか った 。1952年 以後,イ ンフ レは急 速 に鎮静 化 し,

それ は,80年 代 の末 期 まで(石 油 危機 期 を 除い て)ず っ と続 い た 。 これ は40年

代 末一50年 代 初 頭 の ハ イ イ ンフ レを克服 した だ けで は な く,預 金増 加 の効 果 も

上 げ,増 加 した 預金 に よる経 済復 興 ・工業 化建 設 の為 の資 本 形 成 を可 能 に した。

2,農 地改革,農 業再建 による工業促進

台湾の農地改革は,49-53年 に実施された。 この改革が行なわれた背景 とし

ては 「国民党は大陸で の国共内戦において敗北 をつづ け,大 陸か らの撤退 をよ

ぎな くさせ られ た。民心を安定させ,財 政基盤 を確立 し,大 陸か ら連れて きた

膨大 な軍隊へ の食料 を確保す るなど,台 湾の支配を強化するため には地主勢 力

を排 除 して,農 業改 革 を実施 しなければな らなか ったのであ る」"及 び台湾 が

50年 間にわた って 日本の植民地であった歴史が国民党政権 と台湾の地主 との聞

の直接 の利益 関係を切 ちきっていたことがあげ られ る。

台湾の農地改革は全体的には,成 功 した といえるが,そ の重要な点 は石 田浩

氏の研究で次 の四点 に絞 られ る。

即 ち,① 農民 が土地を 自分の もの とす ることによ り,農 業生産に対する意欲

が増大 し,そ の結果,農 業生産力が高 ま り,食 料 の安 定的供給 が可能にな っ

た}② 農業生 産力 の増大 は農民の購買力 を増 し,建 設 され る工業のための国内

1)石 田浩 「工 業化 の条件」 一 谷蒲孝雄 編r台 湾 の工 業化一 国 際加 工基 地 の形成」,ア ジア経

済研究 所,1988年,50ペ ー ジ。
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市場 を形成 した;③ 国家 は農地の代価を農民か ら現物で徴収す ることによって,

地主 を介入 させ ないで,食 料を入手で きるよ うにな った;④ 国家は地主への補

償 として,そ の30%を52年12月 の米及 びサ トウキ ビの平均市価で換 算 し,そ れ

に相当する公企業の株券を交付 したが,こ の公企業の資産を過大評価す ること

によ り,多 額 の資金を獲得す ると同時 に地主資本を産業資本の一部 分に転化 さ

せ た2距とい うことである。

台湾の農業 は清の中末期以来,大 きく発達 していた。それ は 日本の植民地時

代 に,「 工業 日本,農 業台湾」政策の もとで,日 本の供給基地 と して,さ らに

発達 した。戦前の台湾の輸 出は,農 産品がほ とんど独 占 していた。大戦 中,台

湾 の農業生産力 も破壊され,返 還直後 は,台 湾の農業生産力が一時下落 した。

これに対 して,農 地改革の実施のほか に,潜 在的な優越する農業条件を重視 し,

農理生産力を高め る政策が国民党政府 によって重視 された。50年 代 の経 済復興

期が台湾工業化の基礎 を築 く時期 ζ見 られ,工 業化のための資本形成の重要 な

時期 ともな った。 この時期の資本形成 は、農業(及 び農業品加工)生 産の再建

を政策の中心 とし,農 業生産の再建によ り,人 口増(こ の時期 自然成長 は3%

台)の 需要 と食料の自給 自足を満た し,ま た農業生産の増加 によ り,工 業原材

料 を供給 し,工 業発展を促進 し,さ らに農業生産の増加 によ り,輸 出を拡大 し

て,外 貨 を貯 え,工 業を支援す ることが 目指された。 この農業基盤 を強化す る

政策の工業資本形成への効果は次の数字が よ く説明 している。

李登輝の推算 によれば,195(γ 一55年度の農業回復期 に,農 業部 門か ら非農業

部 門へ流出 した価値は農業総生産額の22%,1950-60年 の十年間における農業

部 門か ら非農業部 門への価値流出は,年 約10億 元 に達 したユ1。その うち,1953

年か ら60年 までの二次 にわた る経済建設四カ年計画期 に,外 国か ら機械や設備

を輸入するために用い られ た外貨 は農産品やその加工品の輸出によ って獲得 さ

れたのであ る。更 に,こ のこ とは60年 代 に も続いていた梁国樹 と李登輝両氏の

2)同 上。

3)李 登輝r台 湾農業発展 の経済分 析」,聯 経 出版事業 公司,1980年 。
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推計 に よ る と,農 業部 門か ら流 出 した価 値 は,1961年 一65年 に は13億4604万 元,

1966-69年 に は20億789万 元 の多額 にのぼ っだ,。

3,輸 入代替戦略 の採用

この経済復興時期 における工業化建設戦略は輸 入代替戦略であった。財政赤

字,貿 易赤字,低 国民貯蓄など国内資本形成源泉不足がその背景であ った。 こ

の時期,輸 入代替産業 を巡 って,保 護i関税,輸 入数量規制,輸 入品 目規制,複

数為替 レー トの設定,外 貨割当制 などの貿易,外 貨政策が実施 され,製 糖業を

中心 とす る食品工 業,繊 維,肥 料 を含む化学及び電力 は保護 された産業 として,

政策的に資本形成 を保障 された。

4.ア メ リ カ 援 助(「 米 援 」 と略 称)の 重 要 な 役 割

既 に,「 米 援 」51に つ い て は 指 摘 し た が,「 米 援 」 は 当 時 の 台 湾 の 貯 蓄 不 足 を

補 充 す る 重 要 な 役 割 を 演 じ て い た 。5ユ ー65年 だ け を 取 る と,「 米 援 」 が 同 期 間

の 財 と サ ー ビ ス 出 超 分 の9ユ%を 補 填 し,総 資 本 形 成 の34%6,に 達 す る と い う も

の で あ っ た 。 も し 「米 援 」 が な け れ ば,こ の 時 期 の 経 済 政 策 の 目標 の 達 成 は 制

限 さ れ て い た こ と が 考 え ら れ よ う 。

二.60-70年 代 初 期:島 外 向 きへ の 政 策 転 向 と輸 出指 向(輸 出依 存)型 産 業 へ の 期 待

50年 代 の 台 湾 経 済 の 復 興 は 非 常 に 速 か っ た 。 輸 入 代 替 産 業 の 成 長 も 著 し か っ

た 。 しか し,そ の 後,国 内 市 場 の 飽 和 の 為 に そ の 成 長 は 鈍 化 し た 。 さ ら に,失

業 及 び 農 村 の 潜 在 失 業 の 存 在,依 然 と し た 貿 易 赤 字 の 存 在 な ど の 問 題 を 抱 え て

い た 。 ま た,ア メ リ カ 世 界 戦 略 の 中 の 援 助 政 策 の 変 換 に よ っ て,「 米 援 」 は59

4)Liangkun-shuandLeeTerg-hui"Taiwan"Ichimumshinishied,TheEconomicDevelopment

andSoutゐrvslAsiaHonolulu,Univ.PressofHawaii,1975,

5)経 済援助 を指 し,軍 事援 助 が含 まれ ない。 ア メリカの台 湾への軍事援 助が1950-62年 には約22

億 米 ドル に達 し,同 期 間 ア メ リカの 各国 へ の軍 事援 助計 画 め出資 総額(292億 米 ドル)の7.5%

(徐鳳 鳴 ・周 一塵 「米 国軍事 援華 現況 及 び趨勢 」一 国 防研 究 院編 「陽 明 山構習 録」,ユ962年,

233-254ベ ー ジ)

6)NeilH.Jacohy,US.AidtoTaiwa刀 「AStudyofForeignAidSelf-Hθ 炉 朋4Dg脚 加ρm例z・

NewYork,FrederickA,Prager,1967、PP.38-54.
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年か ら年々減 って,65年 に終止す ることになった。資本形成の源泉の問題 も深

刻にな り始めた。

この背景の もとで,台 湾は50年 代末か ら政策転換 に入 った。 その転換 は輸出

指向(或 は輸 出依存)型 産業に大 きな期待を寄せていた。つ まり,.国 際分業比

較利益 の原理 に基づ いて,外 国市場 に依存 して,外 国の資本 と技術 を台湾の豊

富で,良 質 な労働力に結 び付け,深 刻 な失業,貿 易赤字,資 本形成源泉不足 な

どの問題 の解 決を意図 したのであ った。.さらに,所 得効果,関 連産業への波及

効果,全 体 としては経 済成長の牽引効果を期待 してい たのであろ う。

この転換 の過程は58年 か ら開始された。 ここで は,為 替 レー ト単一化 と過大

評価 の是正,輸 入規定の緩和,輸 出企業へ の奨励 などの政策の資 本形成効果 の

分析 は別の論文 に委ねて,こ こでは,主 に次の三点を検討す る。

1,島 内の貯蓄動員

当然のこ となが ら,発 展途上 国の経済発展 においては,低 所得→低貯蓄一少

投資→低所得 の 「悪循環」を打破 して,良 性循環 にナ ることが課題である。 と

ころが,こ の 「悪循環」 を突破す る鍵 は所得一定の前提の下で は,消 費 を節約

して貯蓄 を増加す るこ とにこそあ ると言えるで あろう。だが,先 進諸国の発展

が進 むほ ど,発 展途 上国 に対 す る消費のデモ ンス トレー シ ョン効果 は大 き く

なってい き,こ れが発展途上国の貯蓄形成 に対 して,相 当な 「悪影響∫ を与

える。

台湾で は 「儲蓄に激励,資 本形成を促進,経 済を発展す る方案 」が1958年 に

.臨時行政改革委 員会に よ り提:出され,さ らに,1959年 に 「十 九点財 経改革措

置」が公布 され た。その後,学 校教育,社 会教育,家 庭教育及びマ スコ ミを通

7)影 響 につ いて は,両 面 があ る と考 えられ る。一方 に は消費 の示 範効果 に よって,発 展途 上国の

消 費拡 大,貯 蓄低減 の影 響を与 え る。 これは資本 形成 の供給 サ イ ドの抑制 作用 とも言 え るが,他

方,消 費増 加 は市場 増大 をもた らす わ けで,資 本 形成 の需要 サ イ ドの拡張 効果 とも言 え る。 問題

として は.発 展 途上国 の場合で は資 本形 成の供給 不足が主要 な問題 にな ってい るので,こ こで は

「悪影 響」 と定義 す る。
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じて,節 約 貯 蓄 の呼 掛 け運 動 を広 汎 に行 い,1961年 に は"三 一儲 蓄運 動"(一

人が一 日一元 を貯 蓄 す る運動)を 実 施 した。 この運動 は そ の後 の70年 代 に も続

け られ た。1970年1月 「儲 蓄 を推 進,加 強す る方案 」 を公 布 して,当 時 の財 政

部 長李 国鼎 を責任 者 とす る貯 蓄推 進 委 員会 を設 立 した 。 この委 員 会 は分 会 を県,

市 に20ケ 所,各 公私 機 関 に322ケ 所 創 設 し,ま た書 中小学 校 に は実 習 貯 蓄 局 を

2621ケ 所 を設 立 したBI。1971年7月,行 政 院 は毎 年10月 の最 後 の週 を"国 民 貯

蓄週"に,こ の週 の土曜 日を"国 民 貯 蓄 日"に 決定 した。 これ らの 措 置 と同時

に,金 利 操作 を運 用 し,か な りの貯 蓄促 進効 果 をあ げた 。例 え ば,民 間貯 蓄 は.

1961年 に は59年 よ り1.34倍 に増 加 し,79年 の貯 蓄 額 は59年 の102.4倍 に増 加 し

た。 この数字 は,台 湾 の1959年 以後 の島内貯 蓄 動員 運動 の効果 を よ く現 わ して

い る(当 然 の こ となが ら,こ の時期 の国民所 得 向上 とい う前提 を見 逃す こ とが

出来 な い)。

2.外 資 導 入及 び輸 出加 工 区建 設

前述 の よ うに,ア メ リカの援 助方 式 が援助 → 借款 へ の 変化 に伴 って,台 湾 は

外 資導 入 の新 たな政 策 を発動 した。 外 資導 入策 と しては,積 極 的 に国 際借 款 を

求 め る一 方,国 内投 資環 境(法 的 な もの を含 む)を 改 善 し,外 国 人投 資 と華僑

投 資 を吸 引す る政 策 を とった こ とな どがあ げ られ る。

「米 援 」 中止 後 の第一 次借 款 は,日 本(大 蔵 省海 外経 済協 力基 金 会 及 び 日本

輸 出 入銀 行)か ら ユ億5000万 ドル(中 長 期 借款 協 定),第 二次 借 款 は,ア メ リ

カ(輸 出 入銀 行)か ら3.000万 ドル を借 り入 れ た 。 また,60年8月 か ら,IDA

が 四回 で 五十 年期 の総 額1500万 ドルの無 利子 借 款 を提供 し,63年 か らは,世 界

銀 行 が 台 湾へ 開発 性長 期低 利資 金 を貸 し始 め,70年12月 まで に,世 銀か ら十 四

回で,総 額約3億2,890万 ドルの 融 資 を得 た 。 だが,台 湾 で は借 入 よ り,む し

ろ外 国 人投資 ・華僑 投 資 を吸引 す る政策 が特 徴 であ る。 この外 国人 ・華僑 投 資

を吸 引す る政 策 は 輸 出加 工 区 の建 設措 置 と緊 密 に結 合 して い た。

8)劉 敏誠,左 洪踏 「改善投資環境」聯経出版事業公司,1983年,29-3互 ページ。
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台湾の最初の輸 出加工区は・1958年 … ノ媛 麗 理委員会の経 済学者が提

乱 てか ら・8年 後 の1966年9別 ・高儲 の新生地1・建て られた
.た だ し,部

分的に開設 されたのは63年 で ,輸 出加工区の命名はその時点に遡 る。

輸 出加工 区設立の背景は辻 述 した ・・,功 援助の中止 と直接 燗 達 したが
,

人口の急成長,失 業問題,不 充分 な海外準備資産
,長 年 にわたる貿易赤 字,国

内資本の不足な どの社 会経済事情 も挙げ られる
。それに関わ 。て,輸 出力旺 区

の設立 によ り江 業投資 の激 対外貿易 の開拓濯 駿 会の創 出 最新技
術

の導入等 を図 ったと考 えられる。

高騰 出加工区畷 立は早 くも効果 をあ}デた
.そ の後1972年 までに,離 楠

梓輸 出加工区 と台帷 子輸出加工区 もヰ目次いで設立され輸 出加工区の合計面

積 は1・979ヘ クター ル煙 した・198・年の統計 によれば,上 述 の三つ,,輸 出加

工 区 の工場 は296社 ・従業 員は8・.… 人 ,8・ 年 の外貨収 入純 額 は7億 ドルで

あ った。

外国人 嘩 搬 鰍 略 の産業政策に強 く・・ トー ルされ ていた
.そ の産

品の全部を輸出す る・と搬 鯖 礒 務 の一つ にな
。ていた.投 資産親 政策

によ・て制限 されて いた・6・年伽 ま衣服 ・雛 プ・・チ 。ク化学製 品
,電

機 電子な どが擬 され・73年 以後 は精密機微 び滝 子製品,光 学製品詮

属製品な どが擬 さ批84年 服 は 「資本集楓 技術輸 型の工業に限定

す る」新 しい方向が打 ち出された。

輸出加工区の建設 は当初の 目的 をすべて達成 したばか りではな く冶 鵤 内

の産業経済 に波及効果 を生 じた現在漸 たな転換期 にある輸出加工区は漸
た

な舞台で どのような役割を演 じるかは注 目される
。

外資 を吸収する輸出加工 区搬 立する と同時 に
,主 に島内投賭 を諷 する

ための 「工業 区」づ くりも・96・年か ら始 ま
・た.「 工業区」づ くりは77年 以後

急速 に進められた・開発者は公共蘭 以外}・民間 も入
。ていた.1984年6月 ま

で・完成済み の工業 団地 は計58カ 所
,・,・72へ ・ ・一ル もあ り,開 発 中の工 業

団地は9カ 所・5・691ヘ クタールもあ ・た。その内 賄 によるものは開鼎 み,
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開発 中 を併 せ て15ヵ 所882ヘ ク ター ルで あ った。 この 中で もち ろ ん,輸 出指 向

産業 へ の奨励 及 びそ の産業 へ の資 本形 成 が政 策上 に も支 援 され た。

3.金 融市 場 の建 設

貯 蓄 動員 の 目的 が投 資 の加 速促 進 にあ るの は言 うまで もない,そ のた め には,

貯蓄 か ら投 資 へ の チ ャ ンネルの整 備,つ ま り,有 効 で,秩 序が あ る金融 市 場 の

形成 が 不可 欠 で あ る。金融 市 場 に は資 本 市場 と貨 幣市 場 が含 まれ る。

資 本 市 場 は主 と して 証券 市 場 で あ り,"貯 蓄資 金"と"産 業 資 金"の 間 に存

在 す る。 一般 に,"貯 蓄資 金"は その 流動 性 を失 わ な い性格 が あ るの に対 して

"産 業資 金"は 一旦 生 産設 備 に な る と,そ の 流動 性 を失 う性 格 を持 ってい る。

この`'貯 蓄 資 金"と"産 業 資 金"と の矛 盾 を解決 す る方 法 と して,企 業 の資 本

を証 券化 し,そ れ に,高 い流 動性 と交 換性 を与 え る こ とが必 要 とな る。

台 湾 の証 券市 場 は1962年2月9日 の"台 湾 証券 交 易所"の 開業 と共 に始 ま る。

この証券 交 易所 は経 済 部証 券 管理 委員 会 の直 接管 理 と監 督 の も とで 運営 され て

い る。

表2-1-1の よ うに,株 を公 開発 行 した会 社 はユ962年 の21社 よ り83年 の249社,

株 の総 額 は1962年 の55.1億 元 よ り,83年 の3,625億 元 に増 大 した 。 そ の うち,

上 場会 社 は1962年 のユ8社,株 額面総 額54.9億 元 よ り119社,1696億 元 に増加 し,

未 上場 会社 は1962年 のわ ず か3杜,株 面 額総 額0.2億 元 よ り130社,1,928.9億

元 に増 大 した。 尚,株 の取引 は1962年 の45億 元 よ り83年 の3,638.4億 元 に増 え

た。

だが,全 体 としてみれ ば,企 業 の直接 資 本形 成効 果 は限 られ てい た。 台 湾 の

資 本市 場(特 に上 場株 の市 場)規 模 は相 対 的 に小 さ く,全 国 の70万 を超 え る企

業 と比 べ る と100余 りの上 場 会社 は数 が 少 な い。 企業 の投資 資金 は依 然,そ の

大 部 分 が金 融機 関,あ るい は民 間貸借 市 場 を源 泉 とす る。 その上,台 湾 の民 間

企 業 は依 然 と して"家 族経 営"の 性格 が 強 く,財 務 を公 開 しない の で,資 本 市

場 の健 全 な発展 が 阻害 され て い る9},指 摘 した い の は発展 途 上 国 で,資 本 市 場



92(288)第151巻 第4・5・6号

表2-1-1台 湾 公 開 発 行 会 社 数,株 面 額総 額 及 び 取 引 統 計

金 額 単 位=百 万 元

上場会社 売上場会社 合 計 株式取引

年 別
社数

株面額
総 額

祉数
株面額

総 額
社数

株面額

総 額
取引総額

株 価 指 数

(70年=100)

債権取引

総 額

1962年 18 54.9 3 0.2 21 55.1 4.5 一 一 0.8

63 23 59.1 7 0.8 30 59.9 99.0 皿 　 0.7

64 31 71.9 13 2.3 44 74.2 355.0 一　 0.5

65 37 69.5 21 24.4 58 93.9 109.6 0.2

66 39 78.3 20 23.7 59 102.0 45.6 一　 0.5

67 40 56.1 25 54.9 65 1ユ1.0 54.3 20.1 1.2

68 ・12 70.5 27 56.3 69 126.8 76.7 21.3 0.5

69 44 78.0 27 57.4 71 135.4 42.1 21.1 1.5

70 44 83.7 25 III.5 69 195.2 108.7 24.4 0.1

71 47 89.3 15 130.1 62 219.4 236.0 25.9 1.0

72 51 99.9 20 181.1 71 281.0 540.5 32.8 1.4

73 64 163.1 16 173.9 80 337.0 870.9 75.6 1.1

74 66 228.4 22 208.4 88 436.8 435.9 71.1 13.0

75 70 291.9 23 258.4 93 550.4 1,303.4 飢,6 14.9

76 77 435.1 27 313.6 104 748.7 1459.4, 69.8 10.7

77 82 559.4 24 350.9 106 910.3 172ユ.8, 66.0 9.8

78 86 682.4 24 386.9 110 1,069.3 3,616.5 101.0 10.1

79 96 857.0 24 468.5 120 1,325.5 2,054.9 102.1 17.2

80 102 1,194.0 25 590.5 127 1784.5P 1,621.1 99.7 13.1

81 107 1,363.2 54 886.8 161 2,250.0 2,092.2 100.0 4.0

82 113 1,544.7 116 ユ,471.9 229 3,016.6 1,338.8 77.28 5.9

83 119 1,695.7 130 ユ,928.9 249 3,624.6 3,638.4 105.96 31.9

資 料:α1圏'証 券 統 計 要 覧",財 政 部 証 券 管 理 委 員 会 編 印 ・民 国 七 十 二 年,第11頁 。

[21圏'金融 統 計 月 報",民 国 一ヒ十 三 年 一 月,第89,90頁 。

を建設す る場合には資本市場 を形成す る企業 の規模,組 織制度,経 営観念 にお

いて,条 件 に不備があ ること,及 び一般民衆 の所得 の低 さ と投資 リスクの負担

能力が弱い ことで ある。 このような社会条件の中で ある。 この ような社会条件

の中で,資 本市場 を設立する際には,資 本形成の効果が得難い と同時に社会の

投機活動 を誘発す る可能性が大 きい。だか ら,資 本市場 を設立す る際には,必

9)沼 崎 一 郎 「現 代 台 湾 に お け る 民 間 大 企 業 の 所 有 と 経 営 上 場 企 業 の 分 析 」,ア ジ ア経 済 ,

1989年12月,79-102ペ ー ジ。
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ず完備 した法規の整備 と"集 中","公 開","信 用"の 原則の実現が保障され る

べ きであ る。

三.73-80年 代初期:重 化学工業化の試みと輸入代替策の復活

この時期の経済 の背景 としては,す で に完全雇用 をほぼ達成 し,賃 金水準が

上昇 し始めていた こと,輸 出産業の成長に伴 って,中 間財需要が高 まっていた

こと,技 術,資 本,イ ンフラス トラクチ ャーの面で蓄積が進んでいた ことが挙

げられ る。他方,第 一次石油危機の勃発,世 界 的な貿易保護主義の台頭,か つ

て台湾 の中低級品を中心 とした製造業の国際的優位性の下 降,70年 代 までの台

湾工業化 による環境 汚染の広が りは台湾経済 に圧力を与えていた。 また,国 連

脱退,米 中接近,日 中国交回復の中で外交 的な危機による国民の不安 などの社

会的な背景 もあ った。

1973年,台 湾政府が 「台湾経済の発展 と安定の基礎 固めの為 に大規模な国土

開発 と重化学工業化 を進め る」 とい う目標で決定 した 「十大建設」が スター ト

した。 この巨大なプロジュク トの中の四つは産業経済の基幹 となる鉄綱,電 力,

石油化学,造 船工業で,六 つ は丘通建設 に主眼 を置いた港湾,道 路,鉄 道,空

港などで ある。1979年,政 府 は意図 したよ うには進まなか った この輸 入代替の

重化学工業化は転換 し始 まった。第二次石油危機が起 こった1979年 につ くられ

た 「経 済建設10カ 年計画」では機械,情 報処理産業など省 エネルギー,少 汚染,

技術集約 度の高い工業を発展させる方針を立てた。 この政策 を反映す る新竹科

学工業園区が翌年 に創 られた。 この時期 において,台 湾の資本形成の問題は,

供給面か ら需要面へ変わ り,上 述の産業政策の眼 目は財政 ・金融政策 を通 じて,

資本形 成の需要市場 に介 入す ることで,資 本形成の規模 と構造 に影響 を与 える

とい うのが,こ の時期の資本形成政策の主な特徴である。

四.投 資機会研究と投資の計画的推進

台湾で は資本形成 の供給 と需要の両サ イ ドの促進政策を施 こす と同時に,投

資機会の研究 と投資 に対す る計画的指導が重視 された。 これ は台湾の資本形成

政策 における特徴の一つである。 これは市場研究 に基づ く資本形成 に対す る特
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徴 を も語 る もので あ る。

投 資 機 会 の研 究 は ア メ リカ の ス タ ン フ ォー ド研 究 所(Stan-fordresearch

Institute)の 協 力 の もとで 二段 階に 分 けて展 開 され た。 第 一段 階で は一般 的経

済 状 況,自 給 原材料 及 び その供 給 の状 況,各 産 品の 輸 出可 能性,輸 入 代 替 の可

能 性 と其 他 の有 利 な経 済要 素 につ い て,ま ず調 査,研 究 し,そ の上 で,五 十七

業 種 を対 象 と して さ らに研 究が 深 め られ,八 つ の基準((1輸 出可 能性;〔2)外 資

吸 収 力;(3)雇 用増 加 と資 本 投 入 関係;(4)関 連投 資 の誘 致 と資 本投 入 の 関係;(5)

利 潤 と資 本投 入 の関 係;〔6)需 要 原材 料 の 中 の現 地原 材 料 の使 用 率;(7輸 入 減 少

の可 能 能性;(8)熟 練 労働 者 と資 本投 入 関係 等)に 従 ってそ れ ぞ れ評価 され た。

そ の結果,(1)鉄 綱工 業;② 天 然 ガス を原 料 とす る化 学 工業;〔3)プ ラ スチ ッ ク及

び 人 造 繊維;(4)深 井 戸 用 ウ ォー ター ・ポ ン プ;㈲ 石 油 製 品 を 利 用 す る化 学 工

業;(6)光 学機 器;(7)電 子 工 業;(8>冷 却機 器 及 び冷 蔵庫 用 コ ンプ レ ッサ;(9)ミ シ

ン;⑩ 金 属 製 品;(11)高 級 ガ ラ ス製 品;(功 時 計;(彌 農業 機械;(1の 手 道 具 な ど十 四

業 種 が選 抜 され,第 二段 階 の研 究対 象 とされた 。

第 二段 階で は,上 述 の十 四業 種か ら最 優 先の 四業 種 を選 定 し,そ の資 金,市

場,工 程 及 び経 済価 値 な どを さ らに詳 しく分析 し,そ の上 に投 資 の 実施 計 画 を

作 成 した。 選定 され た 四業種 は〔1)天然 ガス及 び石油 を原料 とす る化業 工 業;(2)

プラ スチ ック及 び人 工繊 維 工 業;(3)電 子 工 業;㈲ 時 計工 業 な どで,こ の仕 事 が

完 了 した の は1962年6月 の こ とで あ る。 この よ うな台 湾 の工 業化 の方 向 と産 業

構 造 に関 す る投 資機 会 の研 究 は,十 年 後 の1972年 に は,ArthurD.Littleの 国

際 公 司 の専 門家 の協 力 の下 で再 び成 された 。 また,産 業別 の研 究 も成 され た。

皿,工 業化における資本形成メカニズムー 脱 「悪循環」の構造

本節で は,上 述の分析 の上に,工 業化 とその資本形成 メカニ ズムを要約す る。

ここで は,工 業化過程 の資本形成 を二段階に分けて見る。第一段階において,

「低所得→低貯 蓄→低投資→低所得」の 「悪循環」 を突破す るため,ま ずは ア

メリカの大量援助 を利用 し,同 時に,高 金利政策を操作 した。 これぽ インフ レ
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抑制の うえに,騰 増加 とそれ に基づ く投 鱗 加 をもた らした・ また・「農業

で も。て工業 を培 ・、 工業で も・て諜 醗 展 させ る」 というスロー ガンの も

とで濃 地改勒 ど諜 生産技術水準 を高 める・とによ・て濃 難 産力 を高

め,食 料の供給能力 を拡大 レ 更に工業用原材料を提供 レ また大量膿 齢

及び農産物加工品の輸出能力の増大が図 られた・ この糸繰 工業生産 に必要な

鰍 及び原材料 を観 す 確 金調達が可首邑にな・て・工業への餌 形成効果 を

得た.こ のよ うに冶 湾で は6・年イ七の初期 に・「悪循環」脱出の織 開4tて い

たむ

6。年代 に入 。て,・ ・リカ働 政策の轍 に伴 ・て・以上のよ うな資本形成

備 環機構にい くつかの変化が起 こ・た・そ・では澗 金利政策を行 うと同時

・こ,韻 を知約し,購 を増加する宗土会貯翻 員観 が行われ潰 水楊 ・貨

図2-2-1台 湾 の工 業 化 へ の 資 本 形 成 の メ カ ニ ズ ム 構 造
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幣市 場が 運 転 を始 め て いた 。そ の うえ,外 国借 款 を利 用 し,外 国投 資 を吸引 す

る政策 と して,輸 出 加工 区 を建 設 した 。 これ に よ って,投 資 増加,外 貨 獲得,

雇 用増加,国 民 所 得 増加 に よる国民 貯 蓄増加 な どの効 果,及 び島 内産 業 へ の波

及効 果 と市 場 の 海外 拡 大効 果 も得 られ た。

この二 段 階 の工 業化 過 程 の資 本 形 成 メ カニ ズ ムは概 略 図2-2-1の よ う に構 図

で き よ う。

表2-2-1台 湾経済離陸期 の近似的推計

年次 K/Y L/L (K/Y)×(L/L) S/Y S/Y一(K/Y)×(L/L)

1952 6.0 3.3 19.8 5.2
一14

.6

53 5.5 3.8 20.9 5.0 一15
.9

54 5.1 3.7 18.9 3.3 一 】.6
.6

55 4.8 3.8 18.2 4.9 一13.3

56 4.6 3.4 15.6 4.8
一10

.8

57 4.3 3.2 13.8 5.9 一7.9

58 4.1 3.6 14.8 5.0
一9

,8

59 3.9 3.9 15.2 5.0
一].0

.2

60 3.7 3.5 13.0 7.6
一5 .4

61 3.6 3.3 11.9 8.0
一3

.9

62 3.4 3.3 11.2 7.6 一 3.6

63 3.2 3.2 10.2 工3.4 3.2

64 2.9 3.1 9.0 16.3 7.3

65 2.7 3.0 8.1 16.5 8.4

66 2.6 2.9 7.5 19.0 11.5

67 2.5 2.3 5.8 20.1 14.3

68 2.4 2.7 6.5 19.8 !3.3

69 2.3 2.5 5.8 22.1 16.3

70 2.2 2.4 5.3 23.8 18.5

71 2.1 2.2 4.6 27.6 Z3.0

72 2.0 2.0 4.0 31.6 27.6

73 2.0 1.8 3.6 35.0 31.4

74 2.1 1.8 3.8 31.5 27.7

75 2.3 1.9 4.4 25.3 20.9

76 2.2 2.2 4.8 32.2 27.4

77 2.1 1.8 3.8 32.3 28.5

78 2.0 1.9 3.8 35.2 31.4

79 2.1 2.0 4.2 34.9 30.7

出 所:K/Y… 蒋 順繰 ・呉 栄 義 に よ り推 定 。

L/LとS/Y…TaiwanStatisticalDataBook,〒 了故 院 緑 建 会 編 印, 1981年 。
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また,台 湾 の経 済 学者 蒋 碩傑 と呉 栄義 の台 湾 経済 離陸 年代 に関す る研 究 に よ

れ ば,纏 の基 本 条件 は,.一 人 当 りの購 が資 本/労 働 比 率 の需 要 を充 分 に糸住

持 す る以 上 に達 しな けれ ば な らない,言 い断 れ ば ・・か 〉(鈎 〉ηとい うこ と

で あ るL。ト。彼 らの推 計 の結 果,表2-2-1を 参 照 に した ら,台 湾 の工 業 化 に お け

る資 本形 成 の 「悪 循環 」 を突 破 した時 期}・つ い て は・ 大体1963年 か らので あ る

と判 断で きる。 これ は本稿 の 第一章 第二 節で の 分析 と一致 す る。

皿 台湾のNIEs化 に関わる若干の問題提起

一.国 家資本と民間資本との資本分担体制及びその形成

1945年8月,日 本が敗戦降伏宣言を公布 した時点で,日 本帝国主義の台湾に

対す る半世紀の支配 に終止符が打たれた。台湾は中国に返還 され ると同時 に台

湾経済 も中国経済に編入された。 しか し,国 民党政権 は4年 後 の49年 に中国大

陸か ら台湾に敗走 し,1950年 の朝鮮戦争を契機 とす る東西冷戦体制への突入 を

境 に台湾経済は再 び中国大陸か ら離れて,独 立の経済体制を形成 していた。

台湾経 済が,独 立の経済体制 を形成する際,上 述 の背景 に関わ って,次 の三

つの要素が とりわ け重要である。一つ は国際政治の東西冷戦構 造の中でのアメ

リカ援助 の存在であ る}第 二は台湾 の"日 産"の すべての主要産業及び金融機

構が漏れな く,公 営 企業 に編成替えされてい ること;第 三1ま国民党政府が台湾

へ逃 走す る際,中 国大陸か ら,官 僚資本 を台湾へ移転す る と共 に,大 量 の黄

金・・,物 的資本… と人的資 本1・1を持 ち込んで きた ことである・ この三つの要素

は戦後台湾の経 済社会 に膨 大な国家資本 を産み落 と した。「この国家資本が台

湾の産業,金 融,貿 易の"官 制高地"を 統轄 した こ.との意味 は戦後の台湾経 済

1。)、/,は 平 均貯雛 向,・ ・y・・資 本産 雌 率.ヲ 臥 ・成長 鞭 あ る・蒔 石頁傑'呉 騨 「アジ ア

四匹龍 の経 済離 陸」,台 湾中華経 済研究 院 ・経済専論(49),1984年,7,20-22ベ ー ン。

11>1949年1月21日 講 介石が 弓1退した後.漸 石 の齢 に従 ・て ・上海 の中央銀行 の所有 金が台

12、湾昊議 臨 謝 謝 羅 署羅 灘 騰 灘 甥灘 ・離,・ ・
て台 湾へ輸 送 した。同上 。

13>台 湾 に去 。た 人達 には,多 くの公務員.教 育者,研 究者以外 に・各 分野 の高 級技儲 経営 者・

経済 行政専 門家 及び企業 家が含 まれてい た。同上 。
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体制 の性格 を理解する上で,決 定的 に重要である。すなわち,戦 後 の台湾経済

は基本的には国家資本 によって支配されている。 そして,国 家資本支配の経済

体制の形成 は植民地遺制及び国民党政権 の階級性の二つの歴史的社会条件 に規

定された ものである。 この国民党国家資本支配体制こそ戦後台湾経済体制の起

点を成 してい るのである」1嬬〕。

ところで,台 湾の経済体制の形成において,中 国 ブルジ ョア革命の先駆者で

ある孫文の三民主義 の一つの民生主義思想が影響 を与 えた ことを見逃す ことは

で きない。

孫文の民生主義思想の重要な点 は 「地権平均 と資本節制」にあ る。蒋介石が

この主張 を解釈す る際 「民生主義 とは資本性 に反対す ることではない……だが
,

少数人による経済勢力の寡 占と少数人 による社会富の独占に反対す るのであ る

……節制資 本 とは私的資本を節制す るばか りで はな く
,国 家資本 を発展 させ る

べ きであ る」【5レと主張 した。そ して,「 節制資本は私的資本 を制限することで は

な く,私 的資本 を政府 の調節及び管制の もとで,計 画的 に発展 させ る」'6〕と主

張 していた。また,孫 文は 『建国方略一 実業計画』の中で 「中国実業 の開発

は二つの経路 に分けて進むべ き,一 つ は個人企業,二 つは国家経営である。国

家経営 よ り個人経営 に適合することはすべて個人に任すべ きで……個人 に任す

ことがで きない及 び独 占性 があ るものは国家によって経営すべ きだ」 と指摘 し

ていた。

戦後の台湾経済は,国 民党の国家資本支配体制か ら出発 し,40年 にわた って

民間資本 も急成長を遂げた。台湾の国家資本 と民商資本の地位 を産業構造か ら

みた場合.「 電力,エ ネルギ,石 油,鉄 綱,機 械,造 船,非 鉄金属,肥 料,糖

業等すべての基幹産業が公営で,こ のほか に,交 通 ,運 輸,通 信及び主要 金融

機 関 もあ らかた公企業が掌握 してい る。 これに対 して,民 間企業は主 と して,

14)劉 進慶r戦 後 台湾経済分 析」,東 京大学 出版会,1975年 。

15)蒋 介石 「土地 国有要義」。

ユ6)蒋 介石 「民生主義 中心工作 に関す る談話」,1967年6月7日 。



アジアNIEs工 業化過程の政治経済学研究〔2)(295)99

中間財また は最:終財 を生産す る川中,川 下部 門に従事 している」17㌧そ して市

場別に見 ると,「 公企業が国内中心であるに対 して,民 間企業 は輸出指向で あ

る押 特性がある ことがわかる。

まさに,戦 後台湾の経済体制 は国家資本 と民間資本が分担す る資本体制 と見

られ る。 この資本体制では,国 家資本が台湾経 済の基盤 とな り,民 間資本が経

済成長を主導するので ある。

二.伝 統産業と新技術産業並行の台湾工業化の型

18世 紀後半の イギ リス 「産業革命」は工業生産 にお ける機械技術の採用を も

たらし,人 類史上の本来の意味での工業化の開幕 を告 げた。 この意味で の工業

化はまず イギ リスの衣料生産部門(軽 工業)で 開始され,つ いで,機 械工業や

金属工業等生産財生産部門(重 工業)に 及んで いった。 フランス,ア メ リカ,

そ して 日本 も同 じ道筋で行 なった。 これは古典 的な工業化の型であるが,台 湾

の場 合 もこの一般的な型を とっている。 ところが,同 じ型 と言 って も,そ れぞ

れ特 異性 を持 っている。例 えば,ア メリカの場合,イ ギ リスと異 なった特色 は

製鉄業,金 属工業,機 械工業等 の重工業が木綿工業 と並 んで,も しくはそれ以

上に急速に発展 し,そ れが産業資本の基軸 となったとい う点であ るP%台 湾 の

工業化の発展過程の特色 としては,化 学製 品,電 気電子,レ ジャーな ど現代技

術 とフ ァシ ョンブー ムを代表す る製品の組立加工工業が食 品加工,繊 維 など軽

工業 と並 んで発展 し,そ して,そ れ らを工業化発展の産業資本基盤 として,さ

らに,加 工工業の高度化20貿韓国型 の重化学工業化3"と 異な るパ タン)が 形成

17)谷 浦孝雄編 『台湾 の工業化一 国際 加工基 地の形成』,ア ジア経済研 究所,ユ988年,162ペ ージ。

18)同 上 。

19)そ の国内条 件 と しては,鉄 綱,石 炭,等 の資 源 の豊富 さで ある。更 に,重 要 なこ とは19世 紀30

年代 以後 にお ける農 業の 近代化や交通機 関,特 に鉄道 の発展 のため に,農 機具,鉄 道 軌条,車 両

用 品,ミ シ ン,ス トー ブ,機 械類等 の需 要が急増 し,鉄 製 品に対す る国内市場 が急速 に拡大 し充

こ とであ る。19世 紀 末,ア メ リカは イギ リスに次 いで,世 界 第二の製 鉄国 とな った 。

20)先 進 工業 国の先端 技術 産業 製品 の加工 基地 の地位 を安 定化 し,現 存 の先進工 業諸 国 との間の垂

直分業 関係 を先端技術 産業 製品の生 産過 程 において,更 に深 化す るこ とを 目標 と してい るので あ

ろ う。

21)そ れ は鉄綱,造 船,自 動 車,電 気電 子,化 学等 の産業 を自立 させ,第 一,二,三 世代工業/
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され てきたことがあげ られよう。

三.輸 入代替工業化と輸出依存型産業主導の工業化

多 くの発展途上国は工業化の最初の段階には,技 術 ・資本の不足問題を抱 え

ている と同時に消費財 の国内需要 を輸入に依存 してい る。 それ故 に,多 くの国

は工業化 を輸入に依存 している消費財の工業化 を優先 させ ることによって推進

す る。 この工業化戦略は関税,奨 励制度 などの操作を伴 う。 しか し,こ の消費

財の輸入代替工業化を進め ることに伴 って,中 間財,資 本財の輸入増を招 き,

資本不足の圧力が益々増大 し,国 際収支勘定 を更 に悪化させた国が多か った。

輸入代替工業化 の一方的進行 は経済 を徐除に行 き詰ま り状態 に導いた。1960年

代の台湾ではこの状態か ら新た な道への転換 を試みていた。それ は輸出依存型

産業の発展を主導的な産業政策 とした工 業化であ る。 この経験 は国際分業の比

較生産性利益の経済原理 に基づ き,先 進諸国の市場に依存 して,自 国の労働 力

資源 と先進諸国の資本 ・技術を直接結び付 けて利用す ることによって,国 民所

得増加効果 と関連産業への波及効果 を速やかに獲得す るものであ った。台湾の

この経験 は他のNIEsと いわれ る地域で も共通 してい るが,そ れを工業化戦略

として,理 論化す る作業は依然課題 として残されている。台湾の経験 によると,

輸入代替政策 と,輸 出依存型産業の発展政策の両者は必ず しも対 立的な もので

はな く,並 存す る産業政策 の二側面 として,同 時 的に進行 した と言えよ う。

四.「表」の圧縮型工業化過程 と 「裏」の膨張型資本形成

生産要素 の一定条件 の もとで,加 速度的な資本形成 は,必 ず生産成 果の高度

成長を もた らす。台湾で見 られたのは この ような工業部 門への加速的な資本投

入 によ る工業化の急成 長だ と言える。歴史において第一世代 の工 業国 イギ リ

ズ2,,第 二世代の工業国 フランス,ド イツ,ア メ リカな どに続いて,第 三世代

の 日本がかつて先輩国を上回る工業化の高度成長 を遂げたこ とが ある。 この高

＼国 を追 い越 し,現 存の先 進工業 国 との間 の垂 直分業関 係を水平分 業構造 に変 え るこ とを 目標 と し

てい る。

22)金 泳稿,台 湾 と韓国 を第四 世代 工業国 〔地区)と 定 義す る。
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度成 長 を遂 げた 日本 の資 本形 成 につ い て は大 川 一司23)の 推計 に よれ ば ,21世 紀

に入 って 日本 は三 回の投資 スパ ー トを経験 して いた 。第 一 回 目は第一 次世 界 大

戦期 。 第二 回 目は1930年 代 に入 って 開始 され,そ の後 半 に加 速 した。 第三 回 は

1956-62年 の持 続 した 大規 模 な技 術 革新 投 資 を内 容 とす る戦 後最 大 の民 間投 資

ブー ム期 に発 生 した。 この六年 間 の年平 均資 本形 成 増 加率 は17 .6%に 及 んだ 。

本稿 の分析 に よれ ば,台 湾 の この指 標 は 日本 よ りも高 くな って い るのが 判 る。

そ して,そ の資 本形成 率 は 日本 の現在 のそれ とほぼ 同 じ水準 に達 してい る。 こ

の意 味 で,台 湾 の工業 化過 程 と圧 縮型 工業 化 と言 えば,そ の過 程 にお け る資 本

形 成 は膨 張型 と言 えるので あ る。

五.台 湾の工業化における資金調達方法

発 展 途上 国の工 業化 の資金調 達 方 法 につ い ては,ま ず先 進 国か ら資本 を導入

するこ とが考 えられる}二 番 目の方法は国際金融機関を仲介 とす る国際金融資

本の利用である;第 三 は一次産品の輸 出増加であ る;そ れか ら社会主 義諸 国で

実行 した計画経済方式 による内貸動員が第四の方法であ る2先 第五の方法 は外

国か らの資本援助 を受 けいれること。 この第五の方法 は台湾(と 韓国)の 工業

化過程における資本形成 には重要な意義(特 に初期 に)が あ ったが,こ れ は特

定の世界政治経済構造 のもとでの出来事なので,一 般の途上国の発展 には期待

で きず,一 般 的な意義 はない といえる。第四の方法について言 えば,社 会主義

諸国が この方法を選択 したのは,現 代の世界政治経済構造 の歴史的性格によ り

規定され ていたのである。 この方法を選択 した社会主義諸国 は重化学工業化 の

ため,統 制経済の もとで国民の消費意欲,消 費水準 を抑制 したが,そ れが国民

の不満 を招致 し,結 局 ,資 本主義発達工業諸国の世界経済モデルの もとで達成

した高度成長及びその中に編入 されて急速な工業化を遂げた台湾等NIEsと 匹

敵で きる工業化 の急成長に成功 しなか った。さらにこれは1989年 に社 会主義諸

国で生 じた崩壊 の社会経済的基盤 となった。第三の方法 について は,日 本が そ

23>大 川 一司 由 本 の経済成長一2・ 世紀 にお け 砲 勢 加速一 」
,剃 手経済新 報仕1972年 。

24)谷 浦孝 雄re国 の工 業化 と開発 体制」,ア ジア経 済研 究所,1989年 。
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の成功 の例 と言える。 日本の工業化過程 においては
,イ ギ リス等先輩国 と同 じ

く侵略戦争 と植民地による略奪的な資本の原始的蓄積があ ったが
,工 業化過程

で の資金調達方法は一次産品の輸出による,工 業のための資本財 と技術の輸入

のための資金形成であ ったと言える。台湾の場合 もこれに属す る
。台湾の工業

化 の初 めは,農 業を重視 し,農 産品多様化,品 種改良,農 業生産の機械化等 に

よって,農 業生産性を向上させ,農 産品(及 びその加工 品)等 一次産品の輸出

を拡大 し,そ れが工業 のための資本財,技 術の輸入源泉 として貢献 した。 この

方 法は基本 的に成功 した と言 えるが,現 代 において は,技 術 革新 のテ ンポが

益 々急速化 し,資 本財 の付加価値が更に大 きくな り,工 業化の必要資本が益 々

大 きくなってい く一方,一 次産品の交易条件がか な り不安定で,不 利益 な地位

に陥 ってい く。その故に.発 展途上国(同 様 の条件があ る国)に とって,今 後 ,

この方法を利用 して急速 な技術革新 を背景 とす る現代 の工業化 に必要な資金調

達 を行 うことはかな り困難であろ う。第一と第二の方法 は,い ずれ も,外 資 を

利用す る方法であ るが,第 一の方法の場合には,国 と国の利害関係 の相違があ

るため,自 立的な工業化 に接近す る道 とは単純 に言 えないが,第 二 の方法は国

際金融機関 を仲介 とす るため,資 本の国籍 に基づ く供給国の個別的 な影響力が

弱 くな り,益 々多 くの発展途上国が利用す るようになっている。台湾 はこの二

つの方法を利用 した例 として挙げ られる
。60年 代 には台湾(と 韓 国)が 第一の

方法をよ く利用 したが70年 代 以後は,第 二の方法の利用 を定着 させ た。(そ の

内で も,韓 国は第二の方法を利用 して,成 功 を遂げた例 と言われている。一方,

ラテ ンアメリカ諸国のよ うな債務危機に陥 る例 も存在 している)
,第 二 の外 資

利用方法が発展途上国に とって,今 後,益 々重要 な方法にな ることの確認の上

で重要なことは,そ の外資利用における外資管理(企 業 レベルの資本形成 と企

業財務 ちよび国家財政 と金融制度)シ ステム整備 と産業連 関及び技術連関構造

の視点か ら産業の選択 プロセスを再検討す ることであ る。

六.資 本形成と技術形成(外 資導入と技術導入)

そ もそ も工業化を もたらした 「産業革命」を創 出したのは技術革新である
。
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技術 は産業設備の中に体化 され,他 方,資 本形成は最終的に産業の資本設備 に

体化 され る。従 って,資 本形成の過程は技術形成の過程で もあ る。工業化 の歴

史を見れば,第 二世代,第 三世代の工業国の工業化 は皆第一世代工業国か らの

「技術移転」 によ り開始 されている。だか ら,こ れ らの諸工 業国に とって
,技

術導 入」は 「資本導入」 と同 じ過程であ る。現代の途上国においては
,産 業資

本財(設 備)が 不足 し,ま た技術 水準 も低い ので,「技 術導入」 が,「 資本導

入」 と並 んで,工 業化 のための不可欠 の条件である。途上国の工業化は 「技術

導入」 に依存す ることが 「外資導入」を呼掛 け,結 局,「 外資導入」 を源泉 と

する工業化ための資本形成の成功か,失 敗かは基本的には 「技術 導入」の成功

か どうかによ り規定され るといえる。その際
,途 上国においては,先 進工業国

か らの 「技術尋人」による後発性の利益 を受 ける可能性があ るばか りで はな く
,

逆 に.「 技術導 入」の失敗 によ り 「資 本導入」 か らの債務危機 に陥 る可能性 も

存在す る。だか ら,資 本形成における技術形成及 びその中の 「資本導入」 と並

ぶ 「技術導入」 の役割 を再検討す る必要があ るであろ う。

七.資 本主義世界経済に統合されかつ重層化されながらの発展璽51

16世 紀資本主義世界市場が形成 され てか ら,現 代 に至 るまで,貿 易だけに留

まらず,海 外投資,さ らには60年 代以降の多国籍企業 による生産過程の世界化

によって生産 と流通 に拡大 した。 この世界経 済の緊密化 の下で,先 進資本主義

国は持続的な安定成長 を達成 し,同 時 に台湾 もその中に編 入されて
,著 しい工

業化 の発展 に成功 した台湾の資本主義世界経済へ の編入は,50-60年 代 には東

西冷戦構図 の政 治的歴史的性格 により規定 されたが
,70年 代 には技術革新によ

る先進資本主義国の産業構造の転換が台湾の産業構造 を世界経済の構造 に見合

うよ うに再編成 した。台湾の工業化過程において,資 本調達,技 術調達,中 間

財調達,最 終財販売な ど再生産循環の全ては世界資本主義市場 に編入された中

で進展 した。多国籍企業の資本輸出は台湾 の工業化における資本形成の渡泉の

25)世 界 経済 分析 の この視 点の把掴 こつ いて は杉 本昭七r多 国籍企 業は どこ
へ導 くか」洞 文節,ユ986年を参照

。
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一部を担 った。更 に,台 湾の工業部 門における新技術 を代表す る産業 は主 に多

国籍企業によって担われていた台湾の工業化過程 は自 らの工業化成長の欲望が

同時期の多国籍企業の自らの資本 ・市場拡大需要 と相応 し,工 業化成長過程に

おける資本形成源泉の不足及び過剰 の労働力が先進工業国の多国籍企業 の余剰

資本及び成熟 した技術 と結合 したことを,他 の多 くの発展途上国 に一つの新 た

な工業化様式 として提示 した。つま り国際分業の中に置かれた加工工場化様式

であ る。世界経済は今や地域統合を発展 させ,産 業構造上の国際的分業 と関連

が,従 来の国民経済の間の性格 を大 きく変化させている。 しか し,こ の ような

統合過程の深 ま りの中で 各国間の経済関係 は対等ではな く,そ こには重層性 が

存在 している。台湾の事例は発展途上国が現存 の世界経済 に編入 され,重 層 化

された構造の中で,対 外依存的に工業発展 と産業構造の高度化 を成 し遂げ るこ

とが可能なことを示 してい る。 しか し,そ れを自立的国民経済形成の成功 とは

言えないだろ う。 これは第二次世界大戦後の資本主義 世界経済の歴史的諸条件

に規定された ものに他な らない。

(本稿の作成 に際 して,ご 多忙を顧みず,京 都大学経済研究所の杉本昭七教

授,同 経済学部の中島章子講師か らのご指導をいただ き,ま た,同 経済学部の

中村哲教授,渡 辺尚教授,今 久保幸生助教授か ら貴重 なコメン トをいただ きま

した。厚 く御礼 を申 し上 げます。)


